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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第69期 第70期 第71期 第72期 第73期

決算年月 令和４年３月 令和５年３月 令和６年３月 令和７年３月 令和８年３月

売上高 （千円） 4,126,199 4,005,395 3,963,275 4,210,366 4,013,109

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △136,818 △248,643 △221,180 26,431 △9,169

当期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） △369,303 △251,670 △102,375 58,045 27,169

持分法を適用した場合の投

資利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 230,000 230,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 （株） 46,000 46,000 46,000 46,000 46,000

純資産額 （千円） 1,848,856 1,578,067 1,563,423 1,669,679 1,699,266

総資産額 （千円） 8,475,643 7,946,774 7,732,313 7,478,116 7,142,222

１株当たり純資産額 （円） 40,192 34,305 33,987 36,297 36,940

１株当たり配当額

（円）

100 100 100 100 100

（うち１株当たり中間配当

額）
（－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） △8,028 △5,471 △2,225 1,261 590

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 21.8 19.9 20.2 22.3 23.8

自己資本利益率 （％） △18.07 △14.69 △6.52 3.59 1.61

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － 7.93 16.95

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） 442,668 560,009 351,632 448,652 414,514

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △147,367 △113,951 △102,318 △86,751 △596,516

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（千円） △252,717 △235,754 △190,186 △282,854 △234,520

現金及び現金同等物の期末

残高
（千円） 1,714,228 1,924,531 1,983,659 2,062,706 1,646,183

従業員数
（人）

122 122 117 117 114

（外、平均臨時雇用人員） （42） （43） （45） （44） （43）

株主総利回り （％） － － － － －

（比較指標：－） （％） (－) (－) (－) (－) (－)

最高株価 （円） － － － － －

最低株価 （円） － － － － －

（注）１．当社は連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．上記の表の数値は、それぞれ表示単位未満の数値を四捨五入してあります。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第71期までは１株当たり当期純損失金額であり、ま

た潜在株式が存在しないため、第72期からは潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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４．株価収益率および株主総利回りについては、当社の株式が非上場で、また気配相場もなく株価が不明である

ため省略しました。

５．最高株価・最低株価については、当社の株式が非上場で、株価が不明であるため省略しました。

 

２【沿革】

昭和28年10月 秋田市大町一丁目２番６号㈱秋田魁新報社内に本社をおき、㈱ラジオ東北を商号として設立しまし

た。

昭和28年11月 茨島ラジオ送信所（秋田市）を設置し、ラジオ放送を開始するとともに、本社（秋田市）、東京支

社（東京都中央区）、大阪支社（大阪府大阪市北区）、仙台支社（宮城県仙台市（現宮城県仙台市

青葉区））および秋田県内各支局において営業を開始しました。

昭和32年６月 浅舞ラジオ放送局（秋田県平鹿郡平鹿町（現秋田県横手市平鹿町））を設置しました。

昭和33年６月 大館ラジオ放送局（秋田県大館市）を設置しました。

昭和35年３月 本社社屋を秋田市川尻町字中村清水田156番地（現秋田市山王七丁目９番42号）に新築し、本社を

移転しました。

昭和35年４月 大森山テレビ送信所（秋田市）を設置し、テレビ放送を開始しました。

昭和36年５月 商号を㈱秋田放送に変更しました。

昭和41年９月 テレビカラー放送を開始しました。

昭和55年７月 テレビ音声多重放送を開始しました。

平成10年11月 茨島ラジオ送信所の鉄塔およびアンテナ一式を更新しました。

平成17年10月 テレビマスター・ＣＭバンクシステムをデジタル放送対応のため更新しました。

平成17年12月 大森山送信所に地上デジタル送信装置を新設しました。

平成18年６月 アナログ放送に加えて地上波テレビデジタル放送を開始しました。

平成23年７月

平成27年３月

令和２年３月

アナログ放送を終了しました。

大規模災害時対策として、大森山送信所にラジオＦＭ補完局を開設しました。

本社社屋を秋田市中通七丁目１番１－２号に新築し、放送を開始し、同年４月に本社移転を完了し

ました。

令和６年２月 資本金の額の減少により100,000千円となりました。

 

３【事業の内容】

　当社は、放送法によりテレビおよびラジオの放送を行い、放送時間の販売と番組の制作ならびに販売を主な事業と

しています。また、これに付帯・関連する事業を行っています。

　なお、当社は、放送事業の単一セグメントであるため、事業の内容については、事業部門別に記載しています。

（テレビ・ラジオ放送およびその他事業部門）

１．放送時間の販売

　放送時間の販売はタイムとスポットに大別され、主として広告代理店を通じて行います。

イ．タイム　　スポンサー（広告主）に一定の時間を販売し、スポンサーの提供による番組およびスポンサーの

広告・宣伝のためのコマーシャルメッセージを放送します。

ロ．スポット　番組間の時間を利用して、短時間のコマーシャルメッセージを放送します。

２．番組の制作・販売

　当社が企画制作した番組、番組の素材あるいは企画を、主として広告代理店を通じてスポンサーに販売するとと

もに直接他の放送局にも販売します。

　なお、当社は、日本テレビ放送網㈱を中心として構成される放送ネットワークの系列放送局として、主として同

社から購入するテレビ番組等を放送しており、同社は当社の主要なテレビ番組等の供給者として位置づけられま

す。
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３．上記に付帯・関連する事業

　音楽、美術、スポーツその他の各種事業、出版物ならびに録音物および録画物の制作および販売、インターネッ

ト関連事業を行っています。

 

　当社には関係会社はありませんが、主要株主として関連当事者に該当する㈱秋田魁新報社は、当社のテレビ・ラジ

オ放送に広告主として出稿しています。なお、取引条件は一般の取引と同様です。

 

［事業系統図］

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりです。

 

４【関係会社の状況】

　該当事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

　本社の社屋建設にかかる資金調達に伴い、有利子負債の比率が高まり、これまで以上に経営基盤の強化をはかる必

要性があるため、売上の維持と経費の節減を進め、内部留保の充実を図るよう努めます。また、効率的な資金運転を

図ることで財務体質強化を目指してまいります。

　また、地方の経済環境は、少子化、高齢化などで人口減少が進む中、資源や原材料不足による物価上昇の影響もあ

いまって、個人消費や雇用において厳しい状況が予想されます。当社は、媒体力を生かした収益性の高い事業を創出

し、新規広告主の開拓は元より、放送外収入の開拓に努めるとともに、地域経済の活性化の一助として責務を果たし

てまいります。また、日本テレビ系列各社と連携を密にし、番組や視聴率の向上を図るとともに、共同制作の番組や

共同事業の開発を進め、視聴者に対して有益な情報を提供するとともに収益につながるよう努めます。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末において当社が判断したものであります。

　当社は、秋田県内初の民間ラジオ放送局として昭和28年に開局して以来、「秋田とともに 視聴者・聴取者のため

に」を経営理念に、秋田県のラジオ・テレビ兼営局として県民生活に密着した番組制作、正確で迅速な報道、イベン

トや配信等を通して、地域に貢献することを目指しています。これらはまさにサステナビリティの考え方と一致する

ものであり、より一層推進していく決意を示すため令和３年５月に「秋田放送ＳＤＧｓ推進宣言」を行い、同年６月

には国連が呼びかける「ＳＤＧメディア・コンパクト」に県内の報道機関として初めて加盟しました。

　当事業年度の事業活動における取り組みとしては、日本テレビ系列局として「24時間テレビ」の活動に取り組み、

令和７年６月１日から令和７年９月30日の４ヵ月間に秋田県内で3,574,655円の寄付金をお預かりしました。全国で

集められた寄付金の中から福祉車両206台が全国の団体に贈呈され、当社では、男鹿市の社会福祉法人等にリフト付

きバス１台、スロープ付き自動車１台、電動車いす１台を贈呈しました。社会貢献活動としては地球規模の課題にも

目を向け、ペットボトルのキャップをリサイクルして途上国にワクチンを寄付する運動に参画し、令和７年４月から

令和８年３月にかけて、社内に複数設置した回収箱等でポリオワクチン約3.5本分にあたる７kgのキャップを集めま

した。また、社屋が位置するＪＲ秋田駅周辺では、降雪期を除く毎月最終金曜日に近隣の企業団体と連携して環境美

化活動を行う「ラス金クリーンアップ活動」を６回実施しました。

　当社が掲げているＳＤＧｓの主な目標は次のとおりです。

①もっと、秋田が好きになる。

　地元秋田の放送局として、ラジオ・テレビの放送やイベント、配信を通して、秋田県が抱える人口減少や少子高齢

化の問題に積極的に取り組みます。また、私たちが暮らす秋田県の良さを見つめ直し、誰もが住み続けられるまちづ

くりに貢献します。

②パートナーシップで秋田から未来へ

　秋田県内でも、ＳＤＧｓに取り組む企業や団体、個人の方々が増えてきています。「点から線に、そして大きな輪

へ。」

　それぞれの強みをいかし、ＳＤＧｓ実現に向けての可能性を大きく拡げられるよう、地元秋田の放送局として「繋

ぐ」役割を果たします。

③より環境にやさしく

　ゴミゼロ運動や、ペーパーレス化の徹底、適切な冷暖房、エレベータや車の使用を控えるなど、具体的な行動で二

酸化炭素排出量を更に削減し、より環境にやさしい企業を目指します。

④働きがいを大切にする企業に

　ワークフローの改善や多様な働き方を推進し、誰もが働きやすい職場づくりに努めます。差別やハラスメントを防

ぎ、笑顔で働きがいを持てる職場づくりに努めます。
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（１）ガバナンス

　当社では、マスメディアとしてその公益的な使命を果たすため、サステナビリティに関連するリスクや機会を監

視・管理するための機能を、主に取締役会や常勤役員会が担っています。経営の効率性・透明性を向上させ、社会

への貢献度をより高めていくことが基本的な考え方であると認識しており、サステナビリティに関連する取り組み

に応じて各部署を代表する従業員および取締役から構成される委員会を組織し、その活動・検討内容を常勤役員会

等に報告する体制を構築しています。

　当事業年度末時点においては、代表取締役社長を委員長とする事業継続計画(BCP)委員会をはじめ、情報セキュ

リティ委員会、安全衛生委員会、番組・ＣＭ考査委員会、褒賞・懲罰委員会、コンプライアンス委員会が設置され

ています。

　詳細は、「第４提出会社の状況４コーポレート・ガバナンスの状況等」の記載内容を参照してください。

 

（２）戦略

　当社は女性の活躍促進とともに、全ての多様な人材が活躍できる職場環境を整備するため、令和９年３月31日ま

でを期間とする行動計画を策定しました。当社が課題として認識している、労働者に占める女性労働者の割合なら

びに管理職に占める女性管理職の割合の低さなどを改善するため、女性の活躍推進や業務改善についての労働者意

識調査を定期的に実施して女性のキャリア形成に対する機運醸成を推進し、男女・部門を問わないキャリア形成を

支援する研修を継続的に実施してまいります。これまでに、社内規程を改訂して労働基準法第五十六条に関連する

母性保護のための措置および不妊治療のために活用できる休暇制度の整備を行い、多様な働き方の推進に向けて制

度のさらなる充実を目指してまいります。

 

（３）リスク管理

　当社におけるリスク管理体制としては、必要に応じて招集する事業継続計画(BCP)委員会ならびに、定期的かつ

委員の発議により委員長が招集するコンプライアンス委員会があります。

　詳細は、「第４の４（１）コーポレート・ガバナンスの概要②リスク管理体制の整備の状況」の記載内容を参照

してください。

 

（４）指標及び目標

　令和９年３月31日までに、労働者に占める女性労働者の割合を30％に、管理的地位にある労働者に占める女性管

理職の割合を10％にすることを目標にしています。管理的地位にある労働者に占める女性管理職の割合について

は、「第６の５従業員の状況等」の記載内容を参照してください。
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３【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が提出会社の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおり

であります。

 

（１）経済状況について

　当社の事業活動は、一般消費者を対象とした企業の広告費が主な営業収益であるため、国内景気や広告主の業績

などの動向による広告費の増減は、当社の業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社は日本テレビ放送網㈱と連携を取りながら、媒体価値の回復のためさまざまな対策を講じています

が、今後の広告市場の動向は当社の経営に影響を与える可能性があります。

 

（２）自然災害による影響について

　大地震、落雷、豪雪など自然災害によって、当社の放送関連設備、電力配給会社、電気通信関連事業者などが大

きな損害を受け、放送が中断する等の放送事故が発生する可能性があります。そのため、広告主への補償に伴う売

上の減少や、設備の復旧、修復のために巨額の費用を要する可能性があります。

 

（３）視聴率・聴取率について

　放送事業において、テレビ視聴率、ラジオ聴取率は価格決定の重要な要素のひとつとなっていること、他メディ

アの普及により媒体価値が多様化していることから、同業他社およびメディア間の競争が当社業績に影響を与える

可能性があります。

 

（４）法的規制などについて

　当社は、電波法により無線局の免許を受け、放送法によって商業放送を行う放送事業者であるため、電波法、放

送法など放送に関連する様々な法令規制を受けております。

　放送事業者は、無線局免許手続規則により５年ごとに再免許を申請するため、審査を受ける義務があります。

 

（５）設備投資について

　当社は、中長期損益および資金計画に基づき利益確保を目指しておりますが、放送事業者として、視聴者の皆様

に継続的に放送をご覧いただくために、放送設備を一定のサイクルで更新していく必要があります。そのため設備

取得に伴う借入資金などで、フリー・キャッシュ・フローが縮小し、その他の資金需要に対して影響を及ぼす可能

性があります。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

経営成績等の状況の概要

（１）財政状態および経営成績の状況

　当事業年度におけるわが国経済は、中東情勢の緊迫化や米国をはじめとする政治・経済の不確実性の高まりなど、

国際情勢の変動が顕著な一年となりました。これらはエネルギー価格や為替を通じて国内経済にも影響を及ぼし、企

業活動や個人消費の抑制要因となっております。また、近年の気候変動は猛暑や激甚災害の増加にとどまらず、秋田

県内においては過去最悪水準のクマ被害の発生にもつながるなど、地域社会においても新たなリスクを顕在化させて

います。

　このような状況のもと、秋田県内経済は緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、人口減少・高齢化といった構

造的要因を背景に、個人消費の伸び悩みや企業の慎重な姿勢が続き、総じて力強さを欠く状況で推移しました。加え

て、物価やエネルギー・資材価格の高騰、人出不足に伴う人件費上昇が企業収益を圧迫しており、広告出稿について

も費用対効果を重視した選別的な姿勢が継続しています。

　これらの状況を背景に、わが国の総広告費は、電通の「2025年日本の広告費」によれば、８兆623億円（前年比

105.1％）と４年連続で過去最高を更新しました。とりわけインターネット広告費は４兆459億円（同110.8％）と初

めて４兆円を突破し、構成比も50.2％と半数越えとなり、広告市場のデジタルシフトが一層鮮明となりました。

　一方で、地上波テレビ広告費は１兆6,333億円（同99.9％）と横ばい圏にとどまり、ラジオ広告費も1,153億円（同

99.2％）と前年を下回るなど、従来型メディアを取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続いています。全国ベースで

は放送広告に一定の回復が見られるものの、ローカルにおいてはその効果は限定的であり、地域間の格差も顕在化し

ています。

　このような市場環境のもと、当社におきましては、テレビ放送収入はスポット広告が低調に推移し、タイム広告が

一定の下支えとなったものの、前年度を下回る結果となりました。一方、ラジオ放送収入は東京エリアが好調に推移

し前年度を上回りましたが、全体としてテレビの減収分を補うには至りませんでした。

　以上のような状況を踏まえ、当社は地域に根差した基幹放送局として、放送収入を基盤としつつ収益源の多様化を

図り、コンテンツ制作力の強化と事業領域の拡張に取り組んでまいりました。

　まず、コンテンツ制作・報道分野においては、札幌テレビ放送との共同制作による「クマージェンシー２～ヒトと

クマ 境界線崩壊～」を全国ネット番組として放送したことに加えて、「堕ちるＢ29墜落～生存兵の足跡～」を制

作・放送しました。これらの番組制作を通じて、地域課題を全国に発信し、報道機関としての存在を印象付けること

につながりました。

　次に、事業領域の拡張への取り組みとしては、デジタル分野において「ＡＢＳあきたアプリ」の展開強化、事業分

野において、「古代エジプト美術館展」、「ＡＢＳ全国グルメフェスタ」、「辻井伸行×清水和音 究極の協奏曲コ

ンサート」など多様なジャンルの地域に密着した企画を展開し、いずれも堅調な成果を収めました。

　さらに、当社の番組ＩＰ（Intellectual Property　知的財産）を活用し、リアルイベントと連動させることで、

視聴率の向上と収益性の改善を同時に達成することにも取り組みました。事前イベント「乾杯！秋田ナイト」からの

『ぶらり雪中、秋田夫婦酒。ＶＯＬ３』では視聴率向上に一定の成果を挙げることができました。

　なお、2026ワールド・ベースボール・クラシックにおいては、地上波テレビでの試合中継は実施できませんでした

が、当社のＡＢＳラジオにおいて全試合を放送しました。これにより、音声メディアの即時性と網羅性を活かし、リ

スナーとの接点拡大および媒体価値の向上につなげています。

　こうした結果、当事業年度の売上高は、4,013,109千円で前事業年度比197,257千円（△4.7％）の減収となりまし

た。事業部門別の内訳は、テレビ放送収入は、スポット収入がタイム収入の微増分を上回る減少をしたことから、前

事業年度比26,703千円（△0.7％）減収の3,557,879千円となり、ラジオ放送収入は、東京支社のタイム・スポット収

入の復調や本社のその他イベント収入により、前事業年度比6,586千円（＋2.4％）増収の277,625千円となりまし

た。その他の事業収入は、昨年開催したような大型イベントがなく、前事業年度比177,139千円（△49.9％）と大き

く減収の177,605千円となりました。

　営業費用においては、事業費が減少したことなどにより、前事業年度比132,796千円（△3.2％)減少の4,058,366千

円となりました。内訳は、売上原価は、事業費および減価償却費が減少した一方、戦後80年特別番組や「ぶらり途中

下車の旅」特番放送等に伴い、番組制作費や番組購入費が増加したものの、前事業年度比136,058千円（△5.7％）減

少の2,235,949千円となり、販売費及び一般管理費は、代理店手数料が減少しましたが、委託管理費が増加したた

め、前事業年度比3,262千円（＋0.2％）増加の1,822,417千円となりました。これにより、45,257千円の営業損失と

なり、営業外収益に75,764千円、営業外費用に39,676千円を計上したことから、9,169千円の経常損失となりまし

た。その他、特別利益には金利上昇に伴い前期同様に退職給付引当金戻入額39,009千円を計上したことなどにより、

当期純利益は前事業年度比30,876千円（△53.2％）減少の27,169千円となり、二期連続で純利益を確保しました。

 

　当社は放送事業の単一セグメントであるため、事業部門別の経営成績は次のとおりです。
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①テレビ放送部門

　テレビ放送部門は、タイム収入が微増したものの、スポット収入が減少したことから、売上高は前事業年度比

26,703千円(△0.7％）減収の3,557,879千円となりました。また、人件費が減少したものの番組購入費および番組制

作費が増加したことなどにより、売上原価は、前年同期比5,788千円（＋0.3％）増加の1,830,475千円となり、販売

費及び一般管理費は、役員報酬や人件費が増加したものの、売上減収に伴って代理店手数料が減少したことなどによ

り、前年同期比6,545千円（△0.4％）減少の1,710,434千円となったため、テレビ放送の営業利益は16,970千円（前

年同期比25,946千円の減少）となりました。

②ラジオ放送部門

　ラジオ放送部門は、タイム収入が減少したものの、スポット収入が増加したことから、売上高は前事業年度比

6,586千円（＋2.4％）増収の277,625千円となりました。売上原価は、番組制作費やニュース費に加え、減価償却費

が減少したことなどにより、前年同期比26,412千円（△10.0％）減少の238,532千円となり、販売費及び一般管理費

は、前年同期比9,807千円（＋9.6％）増加の111,983千円となったため、ラジオ放送の営業損失は前年同期比で

23,191千円損失が減り72,890千円となりました。

③その他部門

　その他部門は、昨年開催したような大型イベントがなかったことから、売上高は前事業年度比177,139千円（△

49.9％）減収の177,605千円となりましたが、事業費用および人件費に166,943千円を計上したため、営業利益は

10,662千円（前年同期比61,705千円の減少）となりました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前当期純利益が29,187千円（前年同期比

29,040千円減）となったものの、売上債権の増減額が32,170千円の減少（前年同期は32,565千円の増加）だったこと

や、その他の負債の減少額が132千円（前年同期比83,171千円減）となった一方、前事業年度にはなかった投資有価

証券の取得による支出480,000千円があったこと、現金及び現金同等物の増減額が416,522千円の減少（前年同期は

79,047千円の増加）だったことなどにより、当事業年度末は、1,646,183千円（前年同期比416,522千円減）となりま

した。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動によって得られた資金は414,514千円（前年同期比34,139千円減）となりました。

これは、税引前当期純利益29,187千円（前年同期比29,040千円減）を計上したものの、減価償却費が514,747千円

（前年同期比40,453千円減）となったこと、金利上昇に伴って退職給付引当金の割引率を見直したことにより退職

給付引当金の減少額が97,875千円（前年同期は47,631千円の減少）となったこと、売掛金が減少したことにより、

売上債権の増減額が32,170千円の減少（前年同期は32,565千円の増加）となったこと、当事業年度における消費税

中間納付額が増加したことにより、未払消費税等の増減額が31,670千円の減少（前年同期は19,717千円の増加）と

なったこと、未払金や未払代理店手数料が減少したことなどによりその他の負債の減少額が132千円（前年同期は

83,303千円の減少）となったことが主な要因です。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動によって支出した資金は、596,516千円（前年同期比509,765千円増）となりまし

た。これは前事業年度にはなかった投資有価証券の取得による支出が480,000千円あったこと、有形固定資産の取

得による支出が111,283千円（前年同期比30,773千円増）だったことが主な要因です。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動によって使用した資金は、234,520千円（前年同期比48,334千円減）となりまし

た。これは、前事業年度にあった短期借入金の純増減額△30,000千円が当事業年度にはなかったこと、長期借入金

の返済による支出が196,008千円（前年同期比18,334千円減）だったことが主な要因です。
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（３）生産、受注及び販売の実績

（１）販売実績

　当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと次のとおりです。

事業部門別 金額（千円） 前期比（％）

テレビ放送 3,557,879 99.3

ラジオ放送 277,625 102.4

その他 177,605 50.1

合計 4,013,109 95.3

（注）１．主な相手先別の販売実績および総販売実績に対する割合は次のとおりです。

相手先
前事業年度 当事業年度

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本テレビ放送網㈱ 1,055,908 25.1 1,050,117 26.2

㈱電通 574,235 13.6 578,521 14.4

 

経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識および分析・検討内容は次のとおりです。なお、文

中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものです。

 

１．当事業年度の経営成績の状況に関する認識および分析・検討内容

　当事業年度におけるわが国経済は、中東情勢の緊迫化や米国をはじめとする政治・経済の不確実性の高まり

など、国際情勢の変動が顕著な一年となりました。これらはエネルギー価格や為替を通じて国内経済にも影響

を及ぼし、企業活動や個人消費の抑制要因となっております。また、近年の気候変動は猛暑や激甚災害の増加

にとどまらず、秋田県内においては過去最悪水準のクマ被害の発生にもつながるなど、地域社会においても新

たなリスクを顕在化させています。

　このような状況のもと、秋田県内経済は緩やかな持ち直しの動きが見られたものの、人口減少・高齢化と

いった構造的要因を背景に、個人消費の伸び悩みや企業の慎重な姿勢が続き、総じて力強さを欠く状況で推移

しました。加えて、物価やエネルギー・資材価格の高騰、人出不足に伴う人件費上昇が企業収益を圧迫してお

り、広告出稿についても費用対効果を重視した選別的な姿勢が継続しています。

　これらの状況を背景に、わが国の総広告費は、電通の「2025年日本の広告費」によれば、８兆623億円（前

年比105.1％）と４年連続で過去最高を更新しました。とりわけインターネット広告費は４兆459億円（同

110.8％）と初めて４兆円を突破し、構成比も50.2％と半数越えとなり、広告市場のデジタルシフトが一層鮮

明となりました。

　一方で、地上波テレビ広告費は１兆6,333億円（同99.9％）と横ばい圏にとどまり、ラジオ広告費も1,153億

円（同99.2％）と前年を下回るなど、従来型メディアを取り巻く環境は引き続き厳しい状況が続いています。

全国ベースでは放送広告に一定の回復が見られるものの、ローカルにおいてはその効果は限定的であり、地域

間の格差も顕在化しています。

　このような市場環境のもと、当社におきましては、テレビ放送収入はスポット広告が低調に推移し、タイム

広告が一定の下支えとなったものの、前年度を下回る結果となりました。一方、ラジオ放送収入は東京エリア

が好調に推移し前年度を上回りましたが、全体としてテレビの減収分を補うには至りませんでした。

　売上高は、4,013,109千円で前事業年度比197,257千円（△4.7％)の減収となりました。テレビ放送部門につ

いては、タイム放送収入は前事業年度に比べ36,700千円（2.1％）増収の1,769,861千円となり、スポット放送

収入は前事業年度に比べ63,076千円（△3.6％）減収の1,691,799千円となりました。ラジオ放送部門について

は、タイム放送収入は前事業年度に比べ4,935千円（△3.0％）減収の158,021千円に、スポット放送収入は前

事業年度に比べ3,931千円（5.0％）増収の83,320千円となりました。その他の収入は前事業年度に比べ

177,139千円（△49.9％）減収の177,605千円となりました。
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２．財政状態に関する認識および分析・検討内容

（１）資産・負債・資本の状況

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）
増減

流動資産（千円） 3,416,472 2,995,336 △421,136

固定資産（千円） 4,061,644 4,146,886 85,242

資産合計（千円） 7,478,116 7,142,222 △335,894

流動負債（千円） 865,979 798,472 △67,506

固定負債（千円） 4,942,458 4,644,484 △297,975

負債合計（千円） 5,808,437 5,442,956 △365,481

純資産（千円） 1,669,679 1,699,266 29,587

負債純資産合計（千円） 7,478,116 7,142,222 △335,894

①資産

　当事業年度末の総資産残高は、前事業年度に比べ335,894千円(△4.5％)減少し、7,142,222千円となりました。内

訳は流動資産の減少が前事業年度に比べ421,136千円(△12.3％)、有形固定資産の減少が前事業年度に比べ403,730千

円(△11.6％)、投資その他の資産の増加が前事業年度に比べ488,627千円（86.2％）です。流動資産の減少について

は、余資運用のため債券を購入し現金及び預金が減少したこと、有形固定資産の減少については、新社屋関連設備の

減価償却が進んだこと、投資その他の資産の増加については、新たに債券を取得したことがそれぞれ主たる要因で

す。

②負債

　当事業年度末の負債残高は、前事業年度に比べ365,481千円(△6.3％)減少し、5,442,956千円となりました。流動

負債の減少は、リース債務および未払消費税等が減少したこと、固定負債の減少については、長期借入金の返済が進

んだことが主たる要因です。

③純資産

　当事業年度末の純資産残額は、前事業年度に比べ29,587千円(1.8％)増加し、1,699,266千円となりました。当事業

年度において当期純利益27,169千円を計上したことが主たる要因です。

 

（２）キャッシュ・フローの状況・検討内容ならびに資本の財源および資金の流動性に係る情報

　詳細については経営成績等の状況の概要(2）キャッシュ・フローの状況の項の記載内容を参照してください。

　当社の運転資金需要の主なものは、放送費、技術費、販売費及び一般管理費等の営業費用です。投資を目的と

した資金需要は、設備投資等によるものです。

　当社は、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としています。

　短期運転資金は自己資金および金融機関からの短期借入により、設備投資や長期運転資金の調達については、

主に金融機関からの長期借入ないしリース契約によることとしています。

　なお、当事業年度末における借入金およびリース債務を含む有利子負債の残高は4,032,251千円、現金及び現

金同等物の残高は1,646,183千円となっています。

 

（３）重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。詳

細については、第５ 経理の状況の項の記載内容を参照してください。
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５【重要な契約等】

１．資産の賃借契約

　当社は新社屋建設のため、下記のとおり事業用定期借地権設定契約公正証書を作成しました。

契約締結日 賃借先の名称 住所 契約内容 契約期間

平成30年２月27日 東日本旅客鉄道㈱
東京都渋谷区代々木

二丁目2番2号

一般定期借地権

（秋田県秋田市楢山

字長沼27番6）

平成30年３月１日～

令和62年３月31日

 

２．資産の賃貸契約

　当社は令和３年７月に解体工事が完了した旧本社社屋跡地（7,348.48㎡）について、下記のとおり事業用定期借

地権設定契約公正証書を作成しました。

契約締結日 賃貸先の名称 住所 契約内容 契約期間

令和３年12月24日 イオン東北㈱
秋田県秋田市土崎港

北一丁目6番25号

事業用定期借地権

（秋田県秋田市山王

七丁目118番　外４

筆）

令和３年12月24日～

令和23年12月23日

 

３．金銭消費貸借契約

　当社は新社屋建設工事代金の支払に充当するため、取引銀行２行と一時的に当座貸越契約を締結し、4,900,000

千円の借り入れを実行していましたが、新社屋の設備導入が完了したことから、下記のとおり、新たに４金融機関

との長期借入契約に切り替えました。

借入先の名称 契約日・借入実行日 借入金額（千円） 利率（％） 返済期限 担保

㈱秋田銀行 令和２年10月30日 2,650,000 0.85 (注１) (注２)

㈱北都銀行 令和２年10月30日 1,750,000 0.85 (注１) (注２)

㈱みずほ銀行 令和２年10月30日 300,000 0.85 (注１) (注２)

秋田信用金庫 令和２年10月30日 200,000 0.85 (注１) なし

（注）１.　返済期限は令和28年３月31日です。

　　　２.　本社建物および建物附属設備

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は「社会の要請に応えられる放送サービスの提供」を基本理念として、当事業年度は、テレビおよびラジオ放

送設備における安全・信頼性を確保するため全体で111,417千円の設備投資を中心に実施しました。

　設備投資の内容および完成の主要な設備としては、角館TV局他中継放送装置更新19,800千円、ファイルベース素材

編集サーバおよび編集機更新32,650千円、イントラ用PC79台更新一式12,702千円などです。

 

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、次のとおりです。

　提出会社

令和８年３月31日現在
 

事業所名
（主な所在地）

事業部門の名称 設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
機械及び装
置

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社他

（秋田県秋田市他）

（注３）

テレビ放送

ラジオ放送

放送番組制作およ

び管理販売業務
2,034,981 126,843

31,933

(7,348.48)

[4,933.61]

286,000 2,435,016 97

大森山送信所

（秋田県秋田市）
テレビ放送 テレビ送信 44,118 8,884

3,626

(3,990.55)
55,367 111,995 －

大館デジタル中継局他52

（秋田県大館市他）

（注３）

テレビ放送
テレビ中継および

送信
84,368 91,602

181

(61.80)

[5,184.62]

54,486 229,473 －

茨島送信所

（秋田県秋田市）

（注２）

ラジオ放送 ラジオ送信 5,943 1,686
266,907

(12,193.08)
18,508 293,044 －

大館放送局他４

（秋田県大館市他）

（注３）

ラジオ放送
ラジオ送信および

中継
1,452 2,695

150

(911.20)

[10,764.00]

8,923 13,220 －

東京支社他２

（東京都中央区他）

（注４）

管理業務

販売業務
その他の設備 6,700 － － 1,447 8,148 14

県北支局他１

（秋田県大館市他）

（注４）

管理業務

販売業務
その他の設備 51 95 － 48 193 3

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は構築物、車両運搬具、工具器具及び備品、リース資産、施設利用権およびソフ

トウエアの合計です。

２．貸与中の土地179,621千円（14,095.33㎡）を含んでおり、イオン東北㈱に貸与しております。

３．土地の一部を賃借しており、年間賃借料は24,152千円です。賃借している土地の面積については［　］で外

書しております。

４．建物の一部を賃借しており、年間賃借料は18,120千円です。

５．現在休止中の主要な設備はありません。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社の設備投資については、中長期の事業計画および利益に対する投資割合を総合的に勘案して計画しています。

　当事業年度末現在における翌事業年度中の重要な設備の新設、改修等に係る投資予定金額は322,554千円ですが、

その所要資金については自己資金を充当する予定です。

 

（１）新設

該当事項はありません。

 

（２）改修

事業所名 所在地
事業部門の

名称
設備の内容

投資予定額
資金調達

方法

着手及び完了予定
完成後の

増加能力
総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

本社
秋田県

秋田市

テレビ放送

ラジオ放送

販売業務

テレビ・ラジ

オ営放システ

ム更新

91,500 － 自己資金
令和９年

２月

令和９年

２月

増加はあ

りません

本社
秋田県

秋田市
テレビ放送

ファイルベー

スサーバ・

ネットワーク

機器更新

59,500 － 自己資金
令和８年

９月

令和９年

３月

増加はあ

りません

本社
秋田県

秋田市

テレビ放送

ラジオ放送

販売業務

管理業務

社内情報ネッ

トワーク機器

更新

35,000 － 自己資金
令和８年

10月

令和８年

10月

増加はあ

りません

本社
秋田県

秋田市

テレビ放送

ラジオ放送

UPS蓄電池更

新
31,000 － 自己資金

令和８年

９月

令和８年

９月

増加はあ

りません

 

（３）売却

該当事項はありません。

 

（４）除却

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000

計 100,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（令和８年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（令和８年６月23日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 46,000 46,000 該当事項なし （注）

計 46,000 46,000 － －

（注）　当会社は単元株制度を採用しておらず、当会社の株式の譲渡および取得については、取締役会の承認を受けな

ければならない旨を定款に定めております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和６年２月15日(注1) － 46,000 △130,000 100,000 － －

（注1）　無償減資による資本金の減少（その他資本剰余金への振替）
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（５）【所有者別状況】

令和８年３月31日現在
 

区分

株式の状況

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 24 10 － 98 － － 789 921

所有株式数

（株）
5,384 3,616 － 9,211 － － 27,789 46,000

所有株式数の

割合（％）
11.70 7.86 － 20.02 － － 60.41 100.00

（注）１　当社は単元株制度および端株制度を採用していないので、単元の株式数および単元未満株式の状況について

は記載しておりません。

２　上記の割合は、小数点第２位未満の数値を四捨五入してあります。

 

（６）【大株主の状況】

  令和８年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己株
式を除く。）の総数
に対する所有株式数
の割合（％）

㈱秋田魁新報社 秋田市山王臨海町１番１号 4,600 10.00

立田　聡 秋田市大町五丁目６番12号 3,400 7.39

栁沼　秀光 秋田市御所野地蔵田五丁目24番６号 3,025 6.58

工藤　正直 秋田市飯島字飯島水尻180番３号 1,910 4.15

小畑　剛 秋田市仁井田字新中島1052番６号 1,910 4.15

秋田市 秋田市山王一丁目１番１号 1,545 3.36

㈱秋田銀行 秋田市山王三丁目２番１号 1,500 3.26

夏井　剛 秋田市楢山登町12番１-22号 1,475 3.21

㈱北都銀行 秋田市中通三丁目１番41号 1,126 2.45

中冨　一榮 東京都渋谷区松濤一丁目10番22号 1,000 2.17

計  21,491 46.72

（注）　上記の表の「発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第２位未満の数

値を四捨五入してあります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

令和８年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　46,000 46,000 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 46,000 － －

総株主の議決権 － 46,000 －

 

②【自己株式等】

令和８年３月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　該当事項はありません。

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分に際しては株主に対する配当を最優先し、経営成績の如何にかかわらず配当をできるだけ維持し

つつ、業績が好転した場合には増配する方針であります。また、各種記念配当も合わせて実施いたします。

　当社は、年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は株主総会でありま

す。

　当事業年度の配当については、業績が順調に推移し最終損益は黒字となりましたが、今後も財務体質の強化のた

め、内部留保の充実に努める必要があることを考慮し、１株当たり100円の配当を実施することを決定しました。

　内部留保資金については、財政健全化のため、今後とも充実させることが重要と考えており、財務体質の強化のた

め有効に活用してまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

令和８年６月23日

定時株主総会決議
4,600 100
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４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

　当社は経営の効率性・透明性を向上させ、社会への貢献度をより高めていくことが株主価値の増大につながるも

のと認識しております。経営環境の変化に対応する迅速な意思決定と業務の執行を実現するため、コーポレート・

ガバナンスに関して以下の施策をとっております。

 

①　会社の機関の内容及び内部統制システムについて

ａ．会社の機関の内容

　当社は業務執行と経営監督の分離を目的として、経営に客観的な立場から発言し、専ら経営監督を行うこと

を意図して従来から継続的に社外取締役を選任しており、有価証券報告書提出日現在取締役６名中２名が社外

取締役となっております。また、従来から監査役制度を採用しており、現在２名の社外監査役がおり、社外か

らの経営監視を強化しております。

　当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針として明確に定めた

ものはありませんが、その選任に際しては、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督または監査の役割を

果たすことが期待でき、かつ一般株主と利益相反が生じるおそれがないことを基準としています。なお、当社

は取締役の定員を10名以内とする旨および取締役の選任決議を、議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。

　さらに、企業価値に影響を与えるリスクを適時に把握し、これに対応するとともに外部からの情報を入手し

活用するため、社外有識者による番組審議会の意見等を放送番組の編成・制作に反映させることで、放送の質

の向上に努めております。

ｂ．取締役会の活動状況

　当事業年度において、当社は取締役会を５回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとおり

です。

氏名 出席回数

立田　聡 ５

栁沼　秀光 ５

三瓶　晃司 １

工藤　正直 ５

小畑　剛 ５

夏井　剛 ４

佐川　博之 ４

寺崎　芳典 ５

（注）　三瓶晃司の出席回数は、令和７年６月26日の退任以前に開催された取締役会を、夏井剛の出席回数は、

令和７年６月26日の就任以降に開催された取締役会をそれぞれ対象としています。

 

　取締役会における具体的な検討内容としては、代表取締役および役付取締役の選定等の取締役に関する事

項、予算ならびに事業計画の策定に関する事項、計算書類の承認等の決算に関する事項、人事・組織に関する

事項、業務執行状況の報告に関する事項、サステナビリティへの取組等です。
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ｃ．会社の業務執行と内部統制のシステム

　当社は、違法な手段による利益追求を防止し、法令を遵守した上で、企業価値を高めるという行動規範を明

確にし、かつ従業員に周知徹底させるため、以下の制度を設けています。

　当社の事業計画については社長及び各局長を構成員とする「局長会」で決定した後に部長以上の「管理職会

議」において意思伝達、経過報告、評価等を行っております。また、業務の執行に関しては予算統制制度を採

用しておりますが、重要な予算執行について稟議決裁を行い、特定の従業員への権限の集中や裁量の範囲を限

定することで、職務権限及び責任の所在の明確化を強化しております。

　法令遵守の観点から、広告主に対するコマーシャルの送出責任を果たすため、最終の放送済みデータによる

「放送確認通知書」を発行し、契約の正確な履行に努めております。

②　リスク管理体制の整備の状況

　当社におけるリスク管理体制としては、必要に応じて招集する事業継続計画(BCP)委員会ならびに、定期的

かつ委員の発議により委員長が招集するコンプライアンス委員会があります。

　事業継続計画(BCP)委員会では、事業継続計画(BCP)の策定、更新を行い、コンプライアンス委員会では、法

令順守および社内ルール順守は勿論、メディア企業として、時代の変化に即した社会的責任を果たすため、社

会の要請に応える企業活動を推し進めることを目的としています。

　コンプライアンス委員会では、意見交換や検証を行うとともに、必要に応じて常勤役員会に提言を行うこと

としています。

　この他、サイバーセキュリティ対策の検討および監督を行う情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュ

リティパスポートの見直しならびに社内周知を図り、情報の適正な取り扱いおよびシステムの安全な運用を監

督しています。

③　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の社内取締役６名に対する報酬は54,113千円、また社外取締役２名に対する報酬は

1,056千円、さらに社外監査役４名に対する報酬は1,056千円です。
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性７名　女性１名　（役員のうち女性の比率12.5％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長 栁沼　秀光 昭和38年１月17日生

平成元年４月　当社入社

平成28年６月　当社取締役経営推進局長

令和元年６月　当社常務取締役経営推進局長

令和５年６月　当社専務取締役経営企画局長

令和７年６月　当社代表取締役社長就任(現在)

(注)3 3,025

常務取締役

経営企画局、技術局、

労務、法務、ガバナンス、

コンプライアンス担当

小畑　剛 昭和36年２月１日生

昭和58年４月　当社入社

令和３年４月　当社成長戦略室局長

令和３年６月　当社取締役事業局長

令和７年６月　当社常務取締役就任(現在)

(注)3 1,910

常務取締役

編成局、コンテンツ戦略局、

報道制作局担当

労務、法務、ガバナンス、

コンプライアンス担当補佐

工藤　正直 昭和40年８月30日生

昭和63年４月　当社入社

平成31年４月　当社報道制作局長

令和元年６月　当社取締役報道制作局長

令和７年６月　当社常務取締役コンテンツ戦略局長

就任(現在)

(注)3 1,910

取締役営業局長

営業統括、営業局、

東京・大阪・仙台支社担当

夏井　剛 昭和45年７月７日生

平成５年４月　当社入社

平成31年４月　当社営業局長

令和７年６月　当社取締役営業局長就任(現在)

(注)3 1,475

取締役 佐川　博之 昭和32年９月10日生

平成31年３月　㈱秋田魁新報社代表取締役社長就任

(現在)

令和元年６月　当社取締役就任(現在）

(注)3 0

取締役 丸山　丈 昭和42年４月14日生

令和８年４月　東北電力㈱執行役員秋田支店長就任

(現在)

令和８年６月　当社取締役就任(現在)

(注)3 0

監査役 井上　さおり 昭和46年10月16日生

令和４年３月　㈱秋田魁新報社取締役

令和７年３月　同社常務取締役就任(現在)

令和７年６月　当社監査役就任(現在)

(注)4 0

監査役 保坂　英明 昭和43年９月７日生

令和７年６月　㈱秋田銀行取締役常務執行役員就任

(現在)

令和７年６月　当社監査役就任(現在)

(注)4 0

計 8,320

（注）１．取締役佐川博之、丸山丈は、社外取締役です。

２．監査役井上さおり、保坂英明は、社外監査役です。

３．令和８年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．令和５年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 

②　社外役員の状況

　当社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係については以下のとおりです。なお、その他の

社外取締役および社外監査役には記載すべき事項はありません。

役位 氏名
人的
関係

資本的関係

取引関係その他の利害関係兼務する他の会社名
および内容

議決権の所有
（又は被所有）
割合（％）

取締役 佐川　博之 無
（株）秋田魁新報社

代表取締役社長

10.00

（2.67）

同社は当社のテレビ・ラジオ放送

に広告主として出稿しており、当

社は同社の発行する日刊紙に広告

主として出稿しています。

取締役 丸山　丈 無
東北電力（株）

執行役員秋田支店長

1.45

（0.00）

同社は当社のテレビ・ラジオ放送

に広告主として出稿しており、当

社は同社の電力を使用していま

す。

（注）　上記の取引は、いずれも定型的な取引であり、社外取締役本人が直接利害関係を有するものではありま

せん。

（３）【監査の状況】

①　内部監査及び監査役監査の状況
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　当社には内部監査部門はありませんが、監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日現在２名の社外監

査役がおります。

　各監査役は、取締役、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとと

もに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務および財産の状況を調査していま

す。

　また、監査役連絡会を年１回開催し、監査役間の情報共有を図り、監査上の課題について意見交換を行なって

います。当社には内部監査部門はなく、取締役会に直接報告を行う制度はありません。

　当事業年度において、当社は取締役会を５回開催し、個々の監査役の出席状況は次のとおりです。

氏名 出席回数

太田　聡 １

新谷　明弘 １

井上　さおり ４

保坂　英明 ４

（注）　太田聡ならびに新谷明弘の出席回数は、令和７年６月26日の退任以前に開催された取締役会を、井上さ

おりならびに保坂英明の出席回数は、令和７年６月26日の就任以降に開催された取締役会をそれぞれ対

象としています。

　また、会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める、取締役の職務の執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するため必要な体制の整備に関する取締役会決

議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等か

らその構築および運用の状況について、定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、検討しています。

　なお、監査役と監査人はそれぞれが監査の実施過程で違法行為や会社に影響を与える不正等を発見した場合に

は、随時相互に情報交換を行うこととしています。

 

②　会計監査の状況

　当社は、金融商品取引法に基づく会計監査について公認会計士吉岡順子氏と監査契約を締結し、会計監査を受

けています。

　当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成並びに審査体制は以下のとおり

です。

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名

吉岡順子

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

その他　３名

ｃ．審査体制

　監査基準報告書220「監査業務における品質管理」（日本公認会計士協会　令和６年９月26日改正）および

品質管理基準報告書第１号「監査事務所における品質管理」（日本公認会計士協会　令和８年３月18日改正）

に基づき、監査事務所としての品質管理を行うため、監査意見表明にあたり監査業務に従事しない外部の公認

会計士１名を審査担当者に定め、審査を実施しているとの報告を受けています。

ｄ．監査公認会計士等の選定方針と理由

　当社は、監査公認会計士等を選定するにあたっては、監査人に必要とされる監査の品質、独立性、ならびに

信頼性を有し、当社の監査が適切かつ妥当に行われる体制を備えており、当社の事業規模に適した監査対応が

可能であるかどうかについて、総合的に勘案し、判断することとしています。

　上記の選定方針に基づき、監査公認会計士等を選定しました。

 

EDINET提出書類

株式会社秋田放送(E04381)

有価証券報告書

21/60



ｅ．監査公認会計士等の異動

　当社の監査公認会計士は次のとおり異動しています。

前事業年度　公認会計士　吉岡　順子氏　　公認会計士　鳴戸　崇裕氏

当事業年度　公認会計士　吉岡　順子氏

 

なお、臨時報告書に記載した事項は次のとおりです。

異動に係る監査公認会計士等の氏名

退任する監査公認会計士の氏名

鳴戸　崇裕

異動の年月日

退任する監査公認会計士の異動日

令和７年６月30日

退任する監査公認会計士が直近において監査公認会計士等となった年月日

平成30年７月１日

退任する監査公認会計士が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　公認会計士法第24条の３第１項、公認会計士法施行令第11条および第12条の規定ならびに独立性に関す

る法改正対応解釈指針第６号「大会社等監査におけるローテーションについて」（日本公認会計士協会　

平成20年２月13日改正）に基づき、第73期事業年度（自令和７年４月１日　至令和８年３月31日）および

第74期事業年度（自令和８年４月１日　至令和９年３月31日）に係る財務書類に関する監査関連業務を行

うことができないため、退任する旨の申し出が鳴戸崇裕氏よりあったためです。

上記の理由及び経緯に対する意見

①退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ています。

②監査役の意見

監査公認会計士等は、会社法上の会計監査人ではないため、該当事項ありません。

 

③　監査報酬の内容

ａ．監査公認会計士等に対する報酬

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

4,804 － 4,761 －

ｂ．監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬（ａ．を除く）

　当該事項はありません。

ｃ．その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前事業年度および当事業年度）

　該当事項はありません。

ｄ．監査報酬の決定方針

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬は、各事業年度の監査に要した時間数に基づき、当社の規模およ

び業務の特性等の要素を勘案して決定しています。

ｅ．監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　当社は会社法第２条第11号に規定する会計監査人設置会社ではないため、該当事項はありません。

 

（４）【役員の報酬等】

　当社は非上場会社のため、記載すべき事項はありません。

　なお、役員報酬の内容については、「４コーポレート・ガバナンスの状況等（１）コーポレート・ガバナンスの

概要③役員報酬の内容」の項に記載しています。

 

（５）【株式の保有状況】

　当社は非上場会社であるため、記載すべき事項はありません。
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５【従業員の状況等】

（１）【人材戦略に関する基本方針等】

当社には子会社がないため、当社の人材戦略に関する基本方針等について記載しています。

　当社は、秋田県の発展と文化の醸成、豊かな社会の実現に貢献する企業を目指しており、その目的を達成す

るために、個人の能力を高め、その力を結集し、民間放送の使命を果たして視聴者・聴取者の信頼に応えるこ

とを経営理念に掲げています。

　人材戦略においては、人事制度の質的向上を図り働きがいのある職場環境構築を目指しており、長時間労働

の是正やワークライフバランスの推進に力を入れています。また、労働時間の短縮や休暇取得の推進だけでは

なく働く人の意欲を向上させることを目指しており、「働き方改革」から「働きがい改革」へと取り組みを発

展させています。一方で、今後は中堅社員の平均年齢上昇が避けられないことから、他社との協業やアウト

ソーシングなどを活用し、現場力の低下を招かぬよう社内体制の再構築を図ってまいります。

 

（２）【従業員の状況】

①提出会社の状況

令和８年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）
平均年間給与の
対前事業年度増減率

（％）

114（43） 44.8 20.2 7,066,332 4.3

　（注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く）であり、臨時従業員数は、（　）内に年間の平均

人数を記載しています。

２．当社は、放送事業の単一セグメントであるため、従業員はすべて放送事業に属しています。

３．臨時従業員には、派遣社員を含んでいます。

４．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

 

②労働組合の状況

　当社には、ＡＢＳユニオン（組合員数42人）が組織されています。

　なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。

 

③管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合及び男性労働者の育児休業取得率

令和８年３月31日現在

当事業年度

補足説明

管理的地位にある労

働者に占める女性労

働者の割合（％）

（注１）

男性労働者の育児休業取得率（％）（注１）

正規雇用労働者 パート・有期労働者

3.3 － －
男性労働者の育児休業取得対象

者はいませんでした

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）（以下「女性活躍

推進法」といいます。）の規定に基づき算出したものです。

　　　２．当社は、労働者の男女の賃金の額の差異については、女性活躍推進法の規定による公表をしてい

ないため、記載を省略しています。
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について
　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づい

て作成しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づいて、事業年度（令和７年４月１日から令和８年３月31

日まで）の財務諸表について、公認会計士吉岡順子氏により監査を受けています。

 

３．連結財務諸表について
　当社には子会社がないため連結財務諸表を作成しておりません。

 

４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について
　当社は、会計基準等の内容および変更等について、当社への影響を適切に把握するため、専門的情報を有する団体

等が主催する研修に参加するとともに、会計専門誌を定期購読し、財務諸表等の適正性の確保に取り組んでいます。
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１【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,241,706 1,825,183

受取手形、売掛金及び契約資産 1,095,356 1,062,956

貸倒引当金 △1,605 △1,279

受取手形、売掛金及び契約資産（純額） 1,093,752 1,061,677

貯蔵品 6,060 2,332

前渡金 43,218 44,332

前払費用 20,885 21,343

未収還付法人税等 1,441 2,006

その他 9,412 38,466

貸倒引当金 △1 △5

その他（純額） 9,411 38,461

流動資産合計 3,416,472 2,995,336

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,261,177 3,261,917

減価償却累計額 △948,692 △1,084,304

建物（純額） 2,312,485 2,177,613

構築物 1,148,174 1,148,174

減価償却累計額 △873,983 △899,649

構築物（純額） 274,190 248,525

機械及び装置 3,803,867 3,887,623

減価償却累計額 △3,369,282 △3,655,818

機械及び装置（純額） 434,585 231,806

車両運搬具 25,888 25,888

減価償却累計額 △24,589 △25,109

車両運搬具（純額） 1,298 779

工具、器具及び備品 543,239 563,963

減価償却累計額 △450,987 △480,296

工具、器具及び備品（純額） 92,252 83,667

土地 302,796 302,796

リース資産 254,160 254,160

減価償却累計額 △202,548 △233,856

リース資産（純額） 51,612 20,304

有形固定資産合計 ※１ 3,469,219 ※１ 3,065,489

無形固定資産   

施設利用権 18,022 17,396

ソフトウエア 7,234 8,204

無形固定資産合計 25,256 25,600
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

投資その他の資産   

投資有価証券 522,260 1,012,448

出資金 200 200

差入保証金 48,401 48,607

貸倒引当金 △17,560 △17,560

差入保証金（純額） 30,841 31,047

従業員に対する長期貸付金 5,485 6,725

貸倒引当金 △2 △2

従業員に対する長期貸付金（純額） 5,483 6,723

破産更生債権等 879 1,109

貸倒引当金 △879 △1,109

破産更生債権等（純額） － －

長期前払費用 8,258 5,334

その他 128 45

投資その他の資産合計 567,169 1,055,797

固定資産合計 4,061,644 4,146,886

資産合計 7,478,116 7,142,222

負債の部   

流動負債   

買掛金 114,602 114,955

短期借入金 ※１,※２ 90,000 ※１,※２ 90,000

１年内返済予定の長期借入金 ※１ 196,008 ※１ 196,008

リース債務 33,912 7,860

未払金 34,187 47,678

未払費用 44,625 46,739

未払法人税等 2,017 2,017

未払消費税等 49,691 18,021

未払代理店手数料 209,575 197,455

前受金 10,426 10,513

預り金 17,296 13,550

賞与引当金 39,536 32,938

その他   

固定資産取得に基づく未払金 21,228 17,821

その他 2,876 2,919

その他合計 24,104 20,739

流動負債合計 865,979 798,472

固定負債   

長期借入金 ※１ 3,919,960 ※１ 3,723,952

リース債務 22,291 14,431

退職給付引当金 874,349 776,474

長期未払金 6,645 6,645

繰延税金負債 101,013 104,781

その他 18,201 18,201

固定負債合計 4,942,458 4,644,484

負債合計 5,808,437 5,442,956
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(令和７年３月31日)
当事業年度

(令和８年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 100,000 100,000

資本剰余金   

その他資本剰余金 131,632 131,632

資本剰余金合計 131,632 131,632

利益剰余金   

利益準備金 57,500 57,500

その他利益剰余金   

放送設備積立金 300,000 300,000

繰越利益剰余金 892,439 915,008

利益剰余金合計 1,249,939 1,272,508

株主資本合計 1,481,571 1,504,141

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 188,108 195,125

評価・換算差額等合計 188,108 195,125

純資産合計 1,669,679 1,699,266

負債純資産合計 7,478,116 7,142,222
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
　至　令和８年３月31日)

売上高   

放送収入 3,855,621 3,835,504

その他の事業収入 354,744 177,605

売上高合計 ※１ 4,210,366 ※１ 4,013,109

売上原価   

人件費 701,721 680,867

賞与引当金繰入額 24,051 20,849

番組費 673,802 692,123

回線使用料 78,670 78,670

技術費 87,720 96,188

販促事業費 256,033 140,275

減価償却費 450,377 428,883

諸経費 99,632 98,096

売上原価合計 2,372,007 2,235,949

売上総利益 1,838,359 1,777,160

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 210,184 216,500

代理店手数料 702,851 696,600

役員報酬 40,685 56,225

人件費 452,138 455,300

賞与引当金繰入額 15,484 12,089

業務委託費 37,062 40,444

通信費 11,068 10,040

借地借家料 71,508 73,287

リース料 2,259 1,081

水道光熱費 2,615 2,654

租税公課 45,770 44,066

減価償却費 104,822 85,864

諸経費 122,709 128,267

販売費及び一般管理費合計 1,819,156 1,822,417

営業利益又は営業損失（△） 19,203 △45,257
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
　至　令和８年３月31日)

営業外収益   

受取利息 1,171 7,409

受取配当金 8,019 7,624

保険事務手数料 151 153

不動産賃貸料 27,126 49,306

受取保険金 129 1,216

貸倒引当金戻入額 － 48

雑収入 8,283 10,009

営業外収益合計 44,879 75,764

営業外費用   

支払利息 37,258 36,073

貸倒引当金繰入額 1 －

雑損失 393 3,603

営業外費用合計 37,652 39,676

経常利益又は経常損失（△） 26,431 △9,169

特別利益   

退職給付引当金戻入額 32,169 39,009

特別利益合計 32,169 39,009

特別損失   

固定資産除却損 ※２ 374 ※２ 55

投資有価証券評価損 － 598

特別損失合計 374 653

税引前当期純利益 58,226 29,187

法人税、住民税及び事業税 2,017 2,017

法人税等調整額 △1,836 －

法人税等合計 181 2,017

当期純利益 58,045 27,169
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自令和６年４月１日　至令和７年３月31日）

（単位：千円）

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価
証券評価差
額金

 
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

 
放送設備積
立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 100,000 131,632 57,500 300,000 838,993 1,428,126 135,298 1,563,423

当期変動額         

剰余金の配当     △4,600 △4,600  △4,600

当期純利益     58,045 58,045  58,045

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

      52,811 52,811

当期変動額合計 － － － － 53,445 53,445 52,811 106,256

当期末残高 100,000 131,632 57,500 300,000 892,439 1,481,571 188,108 1,669,679

 

当事業年度（自令和７年４月１日　至令和８年３月31日）

（単位：千円）

 株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
その他有価
証券評価差
額金

 
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

 
放送設備積
立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 100,000 131,632 57,500 300,000 892,439 1,481,571 188,108 1,669,679

当期変動額         

剰余金の配当     △4,600 △4,600  △4,600

当期純利益     27,169 27,169  27,169

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

      7,017 7,017

当期変動額合計 － － － － 22,569 22,569 7,017 29,587

当期末残高 100,000 131,632 57,500 300,000 915,008 1,504,141 195,125 1,699,266
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④【キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
　至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
　至　令和８年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 58,226 29,187

減価償却費 555,200 514,747

有形固定資産除却損 302 55

無形固定資産除却損 72 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 598

貸倒引当金の増減額（△は減少） 472 △91

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,828 △6,598

退職給付引当金の増減額（△は減少） △47,631 △97,875

受取利息及び受取配当金 △9,190 △15,032

支払利息 37,258 36,073

売上債権の増減額（△は増加） △32,565 32,170

棚卸資産の増減額（△は増加） 1,508 3,728

その他の資産の増減額（△は増加） △11,491 △25,031

仕入債務の増減額（△は減少） △18,624 353

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,717 △31,670

その他の負債の増減額（△は減少） △83,303 △132

小計 476,777 440,482

利息及び配当金の受取額 8,853 12,569

利息の支払額 △40,188 △35,955

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 3,210 △2,583

営業活動によるキャッシュ・フロー 448,652 414,514

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △179,000 △179,000

定期預金の払戻による収入 179,000 179,000

投資有価証券の取得による支出 － △480,000

有形固定資産の取得による支出 △80,510 △111,283

無形固定資産の取得による支出 △2,720 △3,541

貸付けによる支出 △6,000 △3,000

貸付金の回収による収入 2,347 1,515

差入保証金の差入による支出 － △357

差入保証金の回収による収入 132 150

投資活動によるキャッシュ・フロー △86,751 △596,516

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △30,000 －

長期借入金の返済による支出 △214,342 △196,008

リース債務の返済による支出 △33,912 △33,912

配当金の支払額 △4,600 △4,600

財務活動によるキャッシュ・フロー △282,854 △234,520

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 79,047 △416,522

現金及び現金同等物の期首残高 1,983,659 2,062,706

現金及び現金同等物の期末残高 2,062,706 1,646,183
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準および評価方法

(1）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券で時価のあるものの減損処理方法

　個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて50％以上下落したときは、時価の下落について回復する

見込みがあると認められる場合を除き、減損処理するほか、30％以上下落した場合においても、発行会社の

業績等の推移など、時価下落の内的・外的要因を総合的に勘案して検討した結果、時価の下落について回復

する見込みがあると認められる場合を除き、減損処理を行なうこととしています。

 

２．棚卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定し

ています）

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）と一部の資産について定額

法）を採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 15～50年

構築物 10～40年

機械及び装置 ６～８年

車両運搬具 ５～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しています。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ています。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

(4）長期前払費用

　契約に定める期間の経過に従い、当該期間に対応する金額を該当費用へ計上しています。

 

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権および貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。
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(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に充てるため、退職給付債務および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額に対象者の平均残存勤務期間（15年）に対応する割引率および期末現在平均本給の定年退職時本

給（大学卒、60歳）に対する昇給率の係数を乗じた額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

います。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法に基づ

き費用処理することとしています。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（16年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしています。

　なお、平成21年３月期、平成22年３月期および令和２年３月期において退職金規程の改訂に伴う退職給付

債務の大幅な減少を認識し、平成21年３月期では会計基準変更時差異17,605千円および数理計算上の差異

94,071千円を費用処理し、平成22年３月期では過去勤務費用224,437千円および会計基準変更時差異15,589

千円をそれぞれ損益処理し、令和２年３月期では過去勤務費用191,368千円を収益処理しています。

 

５．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する重要な事業における主な履行義務の内容および当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりです。

放送事業

　放送事業においては、放送法によりテレビ・ラジオの放送を行い、放送時間の販売と番組の制作ならびに

販売を行うことに加えて、これに付帯・関連する、音楽、美術、スポーツその他の各種事業を実施していま

す。

　放送時間および番組の販売については、放送した時点で、各種事業の実施については、事業が終了した時

点で、それぞれ収益を認識しています。

　なお、事業の実施のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事者が提供する

サービスと交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しています。

　取引の対価は、履行義務の充足時点から１年以内に回収しており、重要な金融要素の調整は行っていませ

ん。

 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ケ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっています。

 

７．法人税・住民税及び事業税の会計処理の方法

　税効果会計を採用しています。
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（重要な会計上の見積り）

繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額

　第68期事業年度から繰延税金資産を計上していません。

（２）重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①金額の算出方法

　繰延税金資産の回収可能性については、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第26号　平成30年２月16日）の規定に従い、将来一時減算差異および税務上の欠損金につ

いて、収益力またはタックス・プランニングに基づき一時差異等加減算前課税所得を見積り、将来の税

負担額を軽減する効果があるかどうかにより、繰延税金資産の回収可能性を判断し、税負担額を軽減す

ることができると認められる範囲内で計上することとしています。

②主要な仮定

　将来の事業環境を予測し、策定した事業計画に基づいた売上高、人員数および設備投資等に基づき、

課税所得を見積もっており、株式会社フジテレビジョンにおける重大な人権侵害事案に端を発した放送

業の市場規模縮小の当社の業績に対する影響は、令和８年４月以降も引き続きある程度継続するものと

の仮定をおいています。

③翌事業年度の財務諸表に与える影響

　主要な仮定のうち、株式会社フジテレビジョンにおける重大な人権侵害事案に端を発した放送業の市

場規模縮小の業績に対する影響ならびに売上高については、見積りの不確実性が高く、売上高の変動に

伴い課税所得の見積額が変動することによって、繰延税金資産の回収可能性の判断に重要な影響を与え

る可能性があります。
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（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　債務の担保に提供している資産の種類および期末残高ならびに対応する債務の科目および期末残高は次

のとおりです。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

建物 2,178,512千円 2,052,262千円

土地 7,835千円 7,835千円

計 2,186,347千円 2,060,098千円

 

　担保付債務は、次のとおりです。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

短期借入金 90,000千円 90,000千円

長期借入金 3,947,936千円 3,759,920千円

計 4,037,936千円 3,849,920千円

　（注）長期借入金の期末残高には、流動負債に計上した１年以内に返済する長期借入金の期末残高が含まれています。

 

※２　当座貸越極度額

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しています。これらの

契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

当座貸越極度額 2,000,000千円 2,000,000千円

借入実行残高 90,000千円 90,000千円

差引額 1,910,000千円 1,910,000千円

 

（損益計算書関係）

※１　顧客との契約から生じる収益

　売上高については、顧客との契約から生じる収益およびそれ以外の収益を区分して記載していません。顧

客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じる収

益を分解した情報」の項に記載しています。

 

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりです。

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

建物 －千円 0千円

機械及び装置 302千円 55千円

工具、器具及び備品 0千円 0千円

施設利用権 72千円 －千円

計 374千円 55千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自令和６年４月１日　至令和７年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 46,000 － － 46,000

合計 46,000 － － 46,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和６年６月26日

定時株主総会
普通株式 4,600 利益剰余金 100 令和６年３月31日 令和６年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月26日

定時株主総会
普通株式 4,600 利益剰余金 100 令和７年３月31日 令和７年６月26日

 

当事業年度（自令和７年４月１日　至令和８年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株式
数（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 46,000 － － 46,000

合計 46,000 － － 46,000

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和７年６月26日

定時株主総会
普通株式 4,600 利益剰余金 100 令和７年３月31日 令和７年６月26日

 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和８年６月23日

定時株主総会
普通株式 4,600 利益剰余金 100 令和８年３月31日 令和８年６月23日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

現金及び預金勘定 2,241,706千円 1,825,183千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △179,000千円 △179,000千円

取得日から３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資（有価証券）
－千円 －千円

現金及び現金同等物 2,062,706千円 1,646,183千円

 

２　重要な非資金取引の内容

　特記すべき事項はありません。

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　気象情報送信装置（「機械及び装置」）、ニュース情報システム（「工具、器具及び備品」）およ

びＳＮＧ中継車設備一式（「機械及び装置」）です。

②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりです。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については銀行借入によ

る方針です。デリバティブ取引は行いません。
 

EDINET提出書類

株式会社秋田放送(E04381)

有価証券報告書

37/60



 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、

当社の管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を半

期ごとに把握する体制としています。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　営業債務である買掛金および未払代理店手数料は、そのほとんどが１年以内の支払い期日です。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（社屋建設資金を除き概

ね10年以内）およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は主に設備投資に係る資金調達です。変

動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されています。

　また、営業債務、借入金およびファイナンス・リース取引に係るリース債務は、流動性のリスクに晒さ

れていますが、当社では月次に資金繰計画を作成するなどの方法により、管理しています。
 

２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前事業年度（令和７年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券　その他有価証券（*2） 410,041 410,041 －

資産計 410,041 410,041 －

(2)長期借入金 3,919,960 3,559,889 360,071

(3)リース債務（固定負債） 22,291 21,695 595

負債計 3,942,251 3,581,585 360,666

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1)投資有価証券　その他有価証券（*2） 900,827 900,827 －

資産計 900,827 900,827 －

(2)長期借入金 3,723,952 3,395,793 328,159

(3)リース債務（固定負債） 14,431 13,968 463

負債計 3,738,383 3,409,760 328,623

（*1）　「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」、「１年以内返済予定の長期借

入金」、「リース債務（流動負債）」および「未払代理店手数料」については、現金であること、および預金

等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。

（*2）　市場価格のない株式等は、「（１）投資有価証券　その他有価証券」には含まれていません。当該金融商品の

貸借対照表計上額は以下のとおりです。

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（令和７年３月31日）

当事業年度

（令和８年３月31日）

非上場株式 112,219 111,621

（*3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することがあります。
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３．金銭債権の決算日後の償還予定額

前事業年度（令和７年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,241,706 － － －

受取手形 37,961 － － －

売掛金 1,055,791 － － －

合計 3,335,458 － － －

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,825,183 － － －

受取手形 41,027 － － －

売掛金 1,020,650 － － －

合計 2,886,861 － － －

 

４．長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

前事業年度（令和７年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超２年
以内
（千円）

２年超３年
以内
（千円）

３年超４年
以内
（千円）

４年超５年
以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 90,000 － － － － －

長期借入金 196,008 196,008 196,008 179,674 196,008 3,152,262

リース債務 33,912 7,860 5,491 5,491 3,449 －

合計 319,920 203,868 201,499 185,165 199,457 3,152,262

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超２年
以内
（千円）

２年超３年
以内
（千円）

３年超４年
以内
（千円）

４年超５年
以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 90,000 － － － － －

長期借入金 196,008 196,008 179,674 196,008 212,342 2,939,920

リース債務 7,860 5,491 5,491 3,449 － －

合計 293,868 201,499 185,165 199,457 212,342 2,939,920
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５．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。

 

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

前事業年度（令和７年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 410,041 － － 410,041

　　国債・地方債等 － － － －

　　社債 － － － －

資産計 410,041 － － 410,041

 

当事業年度（令和８年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

　その他有価証券     

　　株式 425,468 － － 425,468

　　国債・地方債等 － 29,169 － 29,169

　　社債 － 446,190 － 446,190

資産計 425,468 475,359 － 900,827

（注）時価の算定に用いた評価技法および時価の算定に係るインプットの説明

　投資有価証券

　　　当社の保有している地方債および社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは

　　認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しています。
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(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

前事業年度（令和７年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,559,889 － 3,559,889

リース債務（固定負債） － 21,695 － 21,695

負債計 － 3,581,585 － 3,581,585

 

当事業年度（令和８年３月31日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 3,395,793 － 3,395,796

リース債務（固定負債） － 13,968 － 13,968

負債計 － 3,409,760 － 3,409,760

 

（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金およびリース債務（固定負債）

　これらの時価は元利金の合計額を同様の新規借入れまたはリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

 

（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式

　該当事項はありません。
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４．その他有価証券

前事業年度（令和７年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1)株式 404,098 114,165 289,933

(2)債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 404,098 114,165 289,933

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1)株式 5,944 6,756 △812

(2)債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 5,944 6,756 △812

合計 410,041 120,920 289,121

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの

(1)株式 423,473 118,852 304,622

(2)債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 423,473 118,852 304,622

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの

(1)株式 1,994 2,068 △74

(2)債券    

①　国債・地方債等 29,169 30,000 △831

②　社債 446,190 450,000 △3,810

③　その他 － － －

(3)その他 － － －

小計 477,354 482,068 △4,715

合計 900,827 600,920 299,907
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５．売却した満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

６．売却したその他有価証券

　該当事項はありません。

 

７．減損処理を行った有価証券

　以下のとおり有価証券について減損処理を行っています。

（単位：千円）

 

前事業年度

（自　令和６年４月１日

　　至　令和７年３月31日）

当事業年度

（自　令和７年４月１日

　　　至　令和８年３月31日）

その他有価証券の株式 － 598

　なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損

処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っています。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しています。加えて、複数事業

主制度の厚生年金基金制度に加入していますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算するこ

とができない制度のため、確定拠出制度と同様に会計処理しています。

　当社の加入している民間放送厚生年金基金は、平成27年10月１日付で厚生労働大臣から将来支給義務免除

の認可を受け、平成27年10月28日に最低責任準備金相当額の一部60,400,000千円を国に前納しました。
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２．確定給付制度

(1）簡便法を採用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

退職給付引当金の期首残高 921,980千円 874,349千円

退職給付費用 － －

割引率の変更に伴う退職給付債務減少額 32,169 39,009

退職給付への支払額 15,462 58,866

制度への拠出額 － －

退職給付引当金の期末残高 874,349 776,474

 

(2）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表上に計上された退職給付引当金および前払年金費

用の調整表

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 874,349千円 776,474千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 874,349 776,474

   

退職給付引当金 874,349千円 776,474千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 874,349 776,474

 

(3）退職給付費用

 
前事業年度

（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

簡便法で計算した退職給付費用 －千円 －千円

 

３．確定拠出制度

　確定拠出制度（確定拠出制度と同様に会計処理する複数事業主制度の厚生年金基金制度）への要拠出額

は、前事業年度（令和７年３月31日）31,714千円、当事業年度（令和８年３月31日）28,206千円です。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
当事業年度

（令和８年３月31日）

年金資産の額 36,269,573千円 36,202,086千円

年金財政計算上の数理債務の額と最低責任準

備金の額との合計額
44,050,386 43,295,190

差引額 △7,780,813 △7,093,104

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社の割合

前事業年度　1.5％（自令和６年４月１日　至令和７年３月31日）

当事業年度　1.4％（自令和７年４月１日　至令和８年３月31日）
 

(3）補足説明

　上記(1)の差引額は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（前事業年度7,184,044千円、当事業年度

6,800,383千円）および繰越不足金（前事業年度652,119千円、当事業年度304,670千円）です。

　本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間18年の元利均等償却であり、当社は、財務諸表上、当

該償却に充てられる特別掛金（前事業年度15,451千円、当事業年度14,887千円）を費用処理しています。

　また、年金財政計算上の繰越不足金（前事業年度652,119千円、当事業年度304,670千円）については、

財政再計算に基づき必要に応じた特別掛金率を引き上げる等の方法により処理されることとなります。

　なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致しません。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な原因別内訳

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
 

当事業年度
（令和８年３月31日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 7,000千円  6,972千円

賞与引当金 15,563千円  13,299千円

未払事業税等 1,741千円  1,789千円

退職給付引当金 305,311千円  271,284千円

長期未払金 2,322千円  2,322千円

投資有価証券等評価損 19,096千円  19,305千円

税務上の繰越欠損金（注）１ 432,546千円  448,077千円

繰延税金資産小計 783,579千円  763,049千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）１ △432,546千円  △448,077千円

将来減算一時差異の合計に係る評価性引当額 △351,033千円  △314,971千円

評価性引当額小計 △783,579千円  △763,049千円

繰延税金資産合計 －千円  －千円

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △101,013千円  △104,781千円

繰延税金負債小計 △101,013千円  △104,781千円

評価性引当額 －千円  －千円

繰延税金負債合計 △101,013千円  △104,781千円

繰延税金資産純額 △101,013千円  △104,781千円

（注）１．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前事業年度（令和７年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損

金（※２）
－ － － － － 432,546 432,546

評価性引当額 － － － － － △432,546 △432,546

繰延税金資産 － － － － － － －

（※２）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。

 

当事業年度（令和８年３月31日）

 
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

合計

（千円）

税務上の繰越欠損

金（※２）
－ － － － 5,804 442,273 448,077

評価性引当額 － － － － △5,804 △442,273 △448,077

繰延税金資産 － － － － － － －

（※２）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率との間の重要な差異の原因となった主要な項目別内訳

 
前事業年度

（令和７年３月31日）
 

当事業年度
（令和８年３月31日）

法定実効税率 34.1％  34.1％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 19.0  38.5

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.0  △2.0

住民税均等割等 3.5  6.9

評価性引当額 △23.6  △70.6

税率変更による期末繰延税金資産および期末繰延

税金負債の増減修正
△31.6  －

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.3  6.9

 

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前事業年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月31日）

（単位：千円）

 放送事業

タイム・スポット 3,772,011

番組制作・販売 83,610

事業 354,744

顧客との契約から生じる収益 4,210,366

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,210,366

 

当事業年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月31日）

（単位：千円）

 放送事業

タイム・スポット 3,741,838

番組制作・販売 93,666

事業 177,605

顧客との契約から生じる収益 4,013,109

その他の収益 －

外部顧客への売上高 4,013,109

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）５．収益及び費

用の計上基準」に記載のとおりです。

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当事業

年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額および時期

に関する情報

（１）契約資産および契約負債の残高等

（単位：千円）
 

 前事業年度 当事業年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,062,876 1,095,356

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 1,095,356 1,062,956

契約資産（期首残高） － －

契約資産（期末残高） － －

契約負債（期首残高） 9,160 10,426

契約負債（期末残高） 10,426 10,513

　契約負債は、顧客との契約に基づき、履行義務を充足する前に受け取った前受金等に関するものです。契

約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
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（２）残存履行義務に配分した取引価格

　当社は、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、当初に予想され

る契約期間が１年以内の契約については注記の対象に含めていません。当該履行義務は、放送事業にお

ける放送時間の販売または番組制作の役務提供等に関するものであり、概ね当事業年度末日後１年以内

に収益として認識されると見込んでいます。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、放送事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。
 

【関連情報】

前事業年度（自令和６年４月１日　至令和７年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、放送事業の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、製品及びサー

ビスごとの売上高の記載を省略しています。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　当社は、本邦の外部顧客に対する売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しています。

 

(2）有形固定資産

　当社は、本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

相手先 売上高（千円） 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 1,055,908
放送事業

㈱電通 574,235

 

当事業年度（自令和７年４月１日　至令和８年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　当社は、放送事業の外部顧客への売上高が、損益計算書の売上高の90％を超えるため、製品及びサー

ビスごとの売上高の記載を省略しています。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　当社は、本邦の外部顧客に対する売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しています。

 

(2）有形固定資産

　当社は、本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

相手先 売上高（千円） 関連するセグメント名

日本テレビ放送網㈱ 1,050,117
放送事業

㈱電通 578,521

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項ありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項ありません。
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【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項ありません。

 

【関連当事者情報】

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日）

当事業年度
（自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日）

 

１株当たり純資産額 36,297円

１株当たり当期純利益金額 1,261円
　

 

１株当たり純資産額 36,940円

１株当たり当期純利益金額 590円
　

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前事業年度は１株当たり当期純損失金額であり、ま

た潜在株式が存在しないため、当事業年度は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日)

当期純利益（千円） 58,045 27,169

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 58,045 27,169

普通株式の期中平均株式数（株） 46,000 46,000

 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前事業年度

(自　令和６年４月１日
至　令和７年３月31日)

当事業年度
(自　令和７年４月１日
至　令和８年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 1,669,679 1,699,266

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,669,679 1,699,266

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
46,000 46,000
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（重要な後発事象）

　当社は、令和８年６月23日開催の株主総会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

　社内取締役の所有株数適正化によるガバナンス体制の強化を図るため、自己株式の取得を行います。

２．取得に係る事項の内容

　(1) 取得対象株式の種類

 　　 普通株式

　(2) 取得し得る株式の総数

 　　 16,000株

 　　 （発行済株式総数（自己株式を除く）に占める割合34.78％）

　(3) 株式の取得価額の総額

 　　 80,000,000円

　(4) 取得期間

 　　 令和８年７月１日～令和８年７月31日

　(5) 取得方法

　　　応募による公開買付
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有価

証券

日本テレビホールディングス㈱ 122,600 387,048

㈱エフエム秋田 1,500 75,000

㈱電通グループ 6,000 16,194

秋田空港ターミナルビル㈱ 1,000 10,000

㈱ＷＯＷＯＷ 6,800 8,459

㈱秋田銀行 1,680 8,215

㈱秋田ふるさと村 100 5,000

㈱秋田魁新報社 960 4,800

大館能代空港ターミナルビル㈱ 80 4,000

東北電力㈱ 3,040 3,557

㈱サキガケアドバ 500 2,500

㈱秋田椿台ゴルフクラブ 42 2,100

㈱アートシステム 4,000 2,000

フィデアホールディングス㈱ 1,075 1,994

その他（23銘柄） 11,289 6,221

小計 160,666 537,088

計 160,666 537,088

 

【債券】

銘柄
券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他有価

証券

ＮＴＴファイナンス㈱第42回無担保社債 100,000 99,860

住友商事㈱第69回無担保社債 100,000 99,690

第24回㈱三井住友フィナンシャルグルー

プ任意償還条項付無担保永久社債
100,000 98,700

第22回㈱三井住友フィナンシャルグルー

プ任意償還条項付無担保永久社債
100,000 98,510

東北電力㈱第575回無担保社債 50,000 49,430

秋田県令和７年度第４回公募公債（グ

リーンボンド）
30,000 29,169

小計 480,000 475,359

計 480,000 475,359
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 3,261,177 928 188 3,261,917 1,084,304 135,800 2,177,613

構築物 1,148,174 － － 1,148,174 899,649 25,666 248,525

機械及び装置 3,803,867 85,856 2,100 3,887,623 3,655,818 288,582 231,806

車両運搬具 25,888 － － 25,888 25,109 519 779

工具、器具及び備品 543,239 21,091 367 563,963 480,296 29,676 83,667

土地 302,796 － － 302,796 － － 302,796

リース資産 254,160 － － 254,160 233,856 31,308 20,304

有形固定資産計 9,339,300 107,876 2,655 9,444,521 6,379,031 511,551 3,065,489

無形固定資産        

施設利用権 60,860 － － 60,860 43,463 626 17,396

ソフトウエア 32,323 3,541 － 35,864 27,659 2,570 8,204

無形固定資産計 93,182 3,541 － 96,723 71,123 3,196 25,600

長期前払費用 14,165 611 1,560 13,216 4,979 13,183
(2,903)

5,334

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）※１　当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

機械及び装置 テレビ放送
ファイルベース素材編集サーバ

および編集機更新
32,650千円

機械及び装置 テレビ放送 角館ＴＶ局他中継放送装置更新 19,800千円

工具、器具及び備品
テレビ放送

ラジオ放送
イントラ用ＰＣ更新79台 12,702千円

※２　当期減少額のうち主なものは次のとおりです。

機械及び装置 テレビ放送 大森山テレビ送信所ＵＰＳ非常用蓄電池 1,750千円

機械及び装置 ラジオ放送 大館Ｒ局無停電電源装置 350千円

※３　（　）内の金額は内数で、貸借対照表日の翌日から１年以内に費用化されるため、流動資産のうちの前払

費用に計上しています。

 

【社債明細表】

　該当事項ありません。
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 90,000 90,000 1.55 －

１年以内に返済予定の長期借入金 196,008 196,008 0.85 －

１年以内に返済予定のリース債務 33,912 7,860 0.85 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,919,960 3,723,952 0.85

令和９年４月

～

令和28年３月

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 22,291 14,431 0.85

令和９年４月

～

令和12年３月

その他有利子負債 － － － －

合計 4,262,171 4,032,251 － －

　（注）１．「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務および長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年内における返済

予定額は以下のとおりです。

 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金（千円） 196,008 179,674 196,008 212,342

リース債務（千円） 5,491 5,491 3,449 －

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 20,046 549 592 48 19,955

賞与引当金 39,536 32,938 39,536 － 32,938

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額です。

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（令和８年３月31日現在）の主な資産及び負債の内容は次のとおりです。なお、附属明細表記載

のものは省略します。

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 4,077

預金

当座預金 184,941

普通預金 1,457,166

定期預金 179,000

計 1,821,106

合計 1,825,183

 

②　受取手形

相手先 受取手形金額（千円） 割引手形金額（千円）

㈱サキガケアドバ 18,322 －

㈱アートシステム 18,129 －

㈱東北企画 4,591 －

合計 41,041 －

 

決済期日別内訳

期日 令和８年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計

受取手形金額（千円） 13,317 8,211 19,005 509 － 41,041

割引手形金額（千円） － － － － － －

　（注）上記の受取手形の金額は、割引手形の金額を含んでいます。

 

③　売掛金

相手先 金額（千円）

日本テレビ放送網㈱ 299,186

㈱電通 267,490

㈱博報堂 123,878

㈱アド東北 39,723

読売テレビ放送㈱ 37,943

その他 254,803

合計 1,023,024

　（注）　上記の金額のうち1,109千円は、「投資その他の資産」の部に「破産更生債権等」の科目により表示してあり

ます。

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

 
(C)

×100
(A) ＋ (B)

　

 
 (A) ＋ (D) 

 2  

 (B)  

 365  
　

1,058,261 4,413,188 4,448,426 1,023,024 81.3 86.1
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④　貯蔵品

種別 金額（千円）

放送記念品 627

軽油 602

その他 1,103

合計 2,332

 

⑤　買掛金

相手先 金額（千円）

日本テレビ放送網㈱ 57,769

読売テレビ放送㈱ 10,622

ＮＴＴドコモビジネス㈱ 7,211

東北電力㈱ 4,049

㈱テレビ東京 4,005

その他 31,298

合計 114,955

 

　　　　⑥　未払代理店手数料

相手先 金額（千円）

日本テレビ放送網㈱ 58,496

㈱電通 58,346

㈱博報堂 24,619

㈱アド東北 7,502

読売テレビ放送㈱ 7,289

その他 41,203

合計 197,455

 

⑦　退職給付引当金

　(1)財務諸表のうちの注記事項(退職給付関係)の項の記載内容を参照してください。

 

（３）【その他】

　該当事項ありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、２株券、10株券、20株券、50株券

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 定めありません。

株式の名義書換え  

取扱場所 秋田市中通七丁目１番１-２号　株式会社　秋田放送総務部

株主名簿管理人 定めありません。

取次所 定めありません。

名義書換手数料 株券１枚につき20円

新券交付手数料 株券１枚につき100円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 定めありません。

株主名簿管理人 定めありません。

取次所 定めありません。

買取手数料 定めありません。

公告掲載方法 秋田魁新報

株主に対する特典 ありません。

（注記）１．当社は単元株制度を採用しておりません。

２．当社は会社法第440条第４項の規定により、決算公告は行ないません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　該当事項ありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第72期）（自 令和６年４月１日　至 令和７年３月31日）令和７年６月26日東北財務局長に提出。

（２）臨時報告書

　　　令和７年８月８日東北財務局長に提出。

　　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づく臨時

　　報告書であります。

（３）半期報告書

　（第73期中）（自 令和７年４月１日　至 令和７年９月30日）令和７年12月25日東北財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項ありません。
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独立監査人の監査報告書

  令和８年６月23日  

株式会社　秋田放送    

　　　取締役会　御中

 公認会計士　吉岡順子事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 秋田県秋田市

  　公認会計士 　　吉岡　順子
 

監査意見

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式
会社秋田放送の令和７年４月１日から令和８年３月31日までの第73期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監
査を行った。
私は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社秋田放送

の令和８年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
監査意見の根拠
　私は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における私の責任
は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。私は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。私は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情報である。経営者

の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　私の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、私はその他の記載内容に対して意見を

表明するものではない。

　財務諸表監査における私の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と財務諸表又

は私たちが監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に

その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　私は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが

求められている。

　その他の記載内容に関して、私が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を

含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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利害関係
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しています。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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